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「個性を輝かせる社会構築には」

茨城大学地域総合研究所客員研究員　　
茨城大学非常勤講師　有  賀　絵  理

１．はじめに

　2012 年 2月 5日（日）、「第 2回 障がい児・者の医療を考える会 シンポジウム」が一般社

団法人 地方自治研究センターおよび茨城の地域医療を考える会によって開催された。現在の

茨城県立こども福祉医療センターを、民間（社会福祉法人 愛生会）に委託することになったが、

今以上に福祉・医療の充実した新施設が建設されることになった。そこで、新施設の利用者側

の要望を、ハード・ソフトの両面から相互理解を目的としたシンポジウムが企画された。関係

者や当事者はもちろんのこと、多くの地域住民も参集し、会場は熱気に包まれていた。関係者

の皆様からの配慮で、筆者がシンポ基調講演者に依頼された事に感謝すると共に、講演資料に

加筆して本文を作成した。

　筆者は重度身体障がい者であり、特殊電動車いすを使用し生活している。そして、現在、茨

城大学地域総合研究所で、バリアフリーやユニバーサルデザインを主に障がい者福祉を専門に

研究する傍ら、茨城大学非常勤講師として講義をしている。今回のシンポジウムの主題である

施設 茨城県立こども福祉医療センターは、幼い頃、リハビリテーションや内科、外科等でお

世話になった病院である。また茨城県立こども福祉医療センターは、現在の病名ではないが最

初に障がい名を診断してもらった病院でもある。当時、県内の障がい者の多くは、この茨城県

立こども福祉医療センターで診療を受けていた。当時のことを懐かしく思い出しながら、一

般社団法人 地方自治研究センターおよび茨城の地域医療を考える会の方々の話を伺った上で、

今回の講演を引き受けさせていただいた。

　障がい者とは何か。障がいとは何か。また障がい者が施設に入所する過程には、どのような

背景があるのだろうか。昨今、『障がい』を “個性” と表現する人々もいる。その個性と付き合っ

ていくためには、どんな社会条件構築が必要だろうか。施設関係者、入所・通所の利用者とそ

の家族、住民、一人ひとりがそれぞれの立場で、今後の新施設の在り方に参画できるようなヒ

ントを述べて見たい。そしてまた、近年、米国をはじめ北欧では脱施設策が進行している中で、

日本社会に必要な「新施設」とは何かを、今までの研究成果と筆者の実体験・経験を踏まえて、

研究者且つ車椅子ユーザーとしての目線から提言させていただいた。
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２．バリアフリーとユニバーサルデザインと
　　ノーマライゼーションの関係性

　昨今、『バリアフリー』という言葉よりも『ユニバーサルデザイン』という言葉を多く耳にする。

ユニバーサルデザインやバリアフリーという言葉は、小学校の授業等でも学ぶ時代であるため、

ユニバーサルデザインやバリアフリーという言葉の社会的認知は拡がりつつある。しかし、現

実の世の中には、まだまだバリアは存在している。

　バリアフリーとユニバーサルデザインとの違いは、筆者の論文や講演等のなかで、何度も啓

発してきた。しかしながら、ユニバーサルデザインとバリアフリーとの相異についての理解は

進んでいない。現状は、まだまだユニバーサルデザインとバリアフリーという言葉だけが、そ

れぞれに一人歩きをしている。

2 －１　バリアフリー
　バリアフリーとは、言葉の如く、バリア・障壁をフリー・自由にすること、障壁を取り除い

た状態をいう。「バリアフリーデザイン」という報告書が出版された頃から、この言葉が一般

的に使用されるようになってきた（国連障害者生活環境専門家会議、1974）。

　『バリアフリー』という言葉・・・多くの人々は一言で “バリアフリー” と使っているが、

バリアフリーとは４種類のバリアがフリーになった時、“バリアフリー” が実現するのである。

４つのバリアとは、「障害者白書」（内閣府）の中で指摘される、「物理的バリア」、「制度的バリア」、

「情報・文化のバリア」、「意識上のバリア」である。

　障害者白書（1995 年版、内閣府）には「障害者を取り巻く４つの障壁」と表現してあり、

そこには、

　　１．物理的な障壁（交通機関、建築物等における）

　　２．制度的な障壁（資格制限等における）

　　３．文化・情報面の障壁（点字や手話サービスの欠如における）

　　４．意識上の障壁（障害者を庇護されるべき存在としてとらえる差別感等）

と挙げられている。

　この４つのバリア『物理的バリア』、『制度的バリア』、『情報のバリア』、『意識上のバリア』は、

バリアフリーを考察する上での基本的な課題である。

　具体的に、４つのバリアとは、

　『物理的バリア』

　車椅子などで移動する場合に障がいとなる段差や施設の不備など、高さ、長さ、重さ、時間

などが「行く手を阻む」バリアをいう。また、器具類のデザインによって使えない場合もある

ので、身近なものから建物まで、設備・構造の不備に起因するバリアをいう。
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　『制度的バリア』

　法律的バリアとも言い、法令や制度などによって機会の均等を奪われている構造などをいう。

または、障がい者を受け容れたにも関わらず、障がい者の安全性や行動などを制限するなど、

行政や社会制度の立ち遅れに起因するバリアも含まれる。

　『情報のバリア』

　物事を判断する時に障壁となる場合や、点字や手話通訳などの情報伝達手段の欠如など、ま

た、五感で感じる場合に不都合が起きて、情報要素を感知できない条件で発生するバリアをい

う。

　『意識上のバリア』

　今まで無視されていたバリアである。ココロのバリアとも言う。４つのバリアの中で根幹を

なし、その解決が難しいとも易しいとも言える。偏見や憐憫など、障がい者に対しての理解不

足や無関心から起こり、｢対等な個人 ｣として処遇しない差別である。または、障がい者が仕

方ないと妥協・我慢をし、屈辱感や不満を感じることも含まれる。このような、人間の尊厳性

に関わるバリアである。

　４つのバリアの解決法として、物理的バリアは、やはり段差の問題があり設計、施工時から

取り組む必要がある。制度的バリアは、施設の公共性についての意識そのものにかかわってい

る。制度というのは、国、または都道府県、市町村、あるいは公共施設、あるいは、その時、

そこで働いている人々の意識次第で変わる可能性がある。情報のバリア対応としては、点字ブ

ロックの設置など情報伝達が必要不可欠である。意識のバリアはココロのバリアとも言い、今

まで見落とされてきた問題で、予算的対応を必要としない。例えば歩行スロープ前の放置自転

車について考えてみる。その自転車の持ち主がスロープから少し外れたところ、スロープから

数メートルかもしれない、あるいは数センチメートルかもしれないが、少し移動して駐輪して

おくことにより、その自転車はバリアにはならないのである。持ち主の心一つで意識のバリア

は解決し、『意識のバリア』から『意識のバリアフリー』の人に変われるのである。だから予

算的対応を必要としない、見落とされていた問題の一つであるといえる。この意識のバリアの

解決が、４つのバリアの解決の基本条件となっている。

　従って、バリアフリーとは、バリアの存在を取り除こうというハード的な思考だけではなく、

他者の行動に迷惑を掛けないという社会常識が基本となっている。

　４つのバリアが解決し、バリアフリーが実現したとき、ユニバーサルデザイン ( ＵＤ ) の社

会が構築できるのである。

2 － 2　ユニバーサルデザイン
　ユニバーサルデザインとは、バリアフリー領域の人たちも、高齢者も、妊婦も、子どもも、

左利きや右利きの人も、男性も、女性も、黒人も、白人も、すべてのあらゆる人々が対応可能
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なデザインである。すべての人にとって、できる限り利用可能であるように、製品・建物・環

境をデザインすることであり、デザイン変更や特別使用などのデザインが必要なものであって

はならない。一部の障がい者のための対応から始まって、すべての生活者のためのユニバーサ

ルデザインという考えは、ノースカロライナ州立大学ユニバーサルデザインセンター元所長 

ロナウド・メイス氏によって 1994 年に提案された。

　ユニバーサルデザインで有名な品には、シャンプーとリンスの相違点があげられる。また近

年では、広報誌や街の中でも「ユニバーサルデザイン」という語を眼にする機会が多くなった。

デパート等の文房具売り場などでもユニバーサルデザイン受賞などと掲げてある商品も売られ

ている。

2 － 3　ノーマライゼーション
　1981 年 国際障害者年 以降に、ノーマライゼーションが国際的に定着してきた。ノーマラ

イゼーションとは、障がいを持つ人を排除することなく、障がいを持たない人と同じような生

活ができるよう、社会システムを変革すること。障がいを持っている人も当たり前の生活が過

ごせるような社会こそが、ノーマルな、普通な社会である。

　ノーマライゼーションとは、所謂、障がい者が地域の中でも問題なく生活できる「まちづく

り」を前提とする考え方につながる。

３．社会のなかのバリアとバリアフリー

　かつて身体障がい者のためだけへの考えであったバリアフリーは、急速な少子高齢化社会に

よって、これまでの特殊対応から一般的な福祉施策等も視野に入れるようになってきた。その

ため、行政や事業所などでも、バリアフリー運動やバリアフリー教室（国土交通省）などのバ

リアフリーを学び・取り組む機会が重視されてきた。それにより、バリアフリーは徐々に増え

てきたが、まだまだ多くの４つのバリアが混在しているのが現状でもある。

　どのようなバリアが存在しているだろうか。そして、バリアフリーには、どのようなことが

あるのだろうか。

3 － 1　バリアの例
　まず、側溝である（写真１）。

　まだまだ茨城県は左側の荒目型側溝が多いが、近年、右側の細目型側溝が多くなってきてい

る。左側の荒目型側溝は、コイン・小銭を落とした場合入ってしまったり、ハイヒールのかか

とがはまってしまったり、あるいは手動車椅子の前輪がはまってしまう大きさである。また気

温が氷点下には凍結してしまい、足の不自由な人が滑って転倒してしまうという事例も数々存

在しているのである。それに対し、右側の細目型側溝は、小銭・コインも入りにくく、ハイヒー



－7－

入りできないヒトにとっては大きなバリアとなる。

　しかし、このような状況は、この建物だけの問題でもなく、また駐輪した人だけの問題でも

ない。社会の中には、街の中には、このようなバリアは絶えず存在しているのである。例えば、

お店の前に出してある看板であったり、自動車が歩道上に乗り上げであったり、バリアは様々

な形で存在する。

ルのかかとや手動車イスの前輪も

はまらない。また柔らかい合金製

の、凍結しても滑りにくいデザイ

ンになっている。

　建物前のスロープ写真には（写

真２）、駐輪禁止の看板があって

も、写真のように無造作に駐輪し

ている例がある。このような状態

は、スロープを利用しなければ出
写真１　側溝

　バリアは日本国内の問題だけ

ではなく、海外でのバリアも経

験してきた。

　日本国内でも同様な事例がた

くさんあるが、大韓民国の某施

設内の障がい者トイレの写真で

ある（写真３）。トイレを利用

する人が少ないのか、それとも

写真２　建物のスロープ前の迷惑駐輪

利用する人がいないのかは定かではない。しかしながら、

障がい者トイレが掃除用具などの置き場所になっていた

ところもあった。また、水道管が腐朽し、水漏れしてい

たトイレもあった。もちろん、きれいに清掃されている

トイレもあったが、このようなバリアは世界共通課題で

あると理解できる。

3 － 2　バリアフリーの例
　バリアは不自由と不愉快を感じるため、眼につき、心の痛みとして残るが、反対に、バリア

フリーも心のエネルギーとして残るもので反対です。

　2-1. バリアフリーでも触れたが、バリアというのは、物理的な面、情報な面、制度的な面に、

意識の面が重なったとき、バリアを実感し、バリアが発生するのである。その反面、バリアフ

リーというのは、物理的な面、情報な面、制度的な面がバリアであっても、そこに重なる意識

写真３　トイレのバリアの例



－8－

プ等がなく、馬力のある電動車いすでも上がれそうなところもなく、筆者の電動車いすを人力

で上げてもらうのには重すぎて抵抗があったため困惑していた。すると、同行の方々をはじめ

周囲の方々が「皆で協力すれば、あげられるだろう！」と、数人の掛け声で、すぐに電動車い

すごと筆者を持ち上げてくださったのである。申し訳ない気持ちと感謝の気持ちでいっぱいに

なってしまった。そればかりではなく、筆者を階段の上にあげると、何もなかったかのように

皆が自然に散ってしまったのである。

　このように、電動車いすを使用する筆者にとっては、たいへん大きな物理的バリアが立ち塞

がっても、ヒトのサポートにより、物理的バリアは一瞬で消滅してしまったのであった。しか

も、重量のある電動車いすと筆者を、通りすがりの方までもが自然に協力して持ち上げてくだ

さったこと、大変さを誰一人として見せず何事もなかったかのように自然に行なってくださっ

たこと、これこそが真のバリアフリーだと感じた体験である。

　国境という言葉はあっても、ヒトの温かさ・ヒトのココロには国境などという言葉はないと

理解できた瞬間であった。これこそが、真実（ほんとう）のバリアフリーである。

４．新施設と４つのバリアのかかわり

　今回の新施設には、どのような４つのバリアが存在しているだろうか。

　まず、物理的バリアとして、設計段階での確認は十分であるのだろうかということと同時に、

過分や不足はないかということである。2. バリアフリーとユニバーサルデザインとノーマラ

イゼーションの関係性でも述べたように、設計というのは、４つのバリアの物理的バリアに大

きく関わっている。設計段階からバリアフリーを超えたユニバーサルデザインを考慮して行な

わなければ、建物完成直後から手直しが必要になる。

　制度的バリアとして、現在働いている方々の雇用と新規スタッフとの業務対応の相互理解が

進められているだろうかということである。今までは、茨城県立こども福祉医療センターの公

の面がバリアフリーであると、バリアと感じつつも不思議と心の痛みとしては残らず、バリア

とは感じない場合もある。

　その例を紹介する。大韓民国忠北

大学校へ訪問したときである。

　筆者は特殊電動車いす（ドイツ製 ,

トルネード）を使用しており、車い

す自体でも 100 キログラムは超え

ている。筆者は初めて訪れた大学校

に、どこがバリアであるかわからず、

階段の前に辿りついてしまい戸惑っ

ていた。しかも、階段付近にはスロー
写真４　階段のバリアを乗り越える
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務員として運営に参加されていた。しかしながら、民間委託によって、公務員としての身分保

障は、どのように引き継がれていくのだろうということもある。また、新規スタッフの採用、

教育、指導なども必要になってくるであろう。それと同時に、医師などの医療専門スタッフの

確保と、重度心身障がい者対応施設という点から医療専門スタッフの専門知識（専門分野）以

外の知識も必要不可欠となる。筆者も重度身体障がい者であることから、病院選びはもちろん

のこと、ヒトとしての医師との関係には健常者以上に気にしてしまうことがある。本来は専門

病院の専門医に掛かるのがよいのであるだろうが、専門的な医療機関も少なく、また専門医は

総合病院での勤務が多く、受付時間、または担当医の診察曜日や診療時間等が厳しく制限され

ている場合が多い。そのため、障がいがある場合、それらの制限が加わることにより、病院に

は頻繁には掛かりにくいのも現状でもある。

　情報のバリアとして、関係者以外の方々への連絡は十分であるだろうかということである。

現在の施設の通所・入所などを含む利用者、そしてその家族や支援者の方々への配慮と、周囲

の方々、地域の方々への説明は必要不可欠になる。

　意識のバリア解消には、施設関係のすべてのスタッフと施設利用者の信頼関係が重要である。

スタッフと通所・入所などの利用者との関係は、信頼関係が築けなければ、いくら建物が最高

であっても中身は伴わなくなってしまうからである。新施設では、今まで以上の規模になるた

め、信頼関係づくりを、どのように培っていくかということが重要である。

　そして、さらには、施設に入所できる条件も必要だと感じる。今までは、学校卒業後、ある

いは在学中に、施設入所希望ということで登録ができた。しかし、現在の日本国は、施設入所

希望登録理由が明確でなくても、あるいは入所理由が明確でなくても、空きがあれば登録順に

入所させるのである。希望者１００％受け容れるのではなく、そこに入所させる目的、あるい

は目標は、今後の施設では重要課題になってくる。「家族が面倒見られないから」と、または「地

域に戻って来てほしくないから」と、もしくは「帰りたくないから」という閉鎖的な理由だけ

で入所させることは、あってはならない入所基準である。入所には、何かしらの条件が必要だ

と思う。どうして施設に入所させるのかという目的、または目標をもって入所させてほしいの

である。例えば、「１０年後には地域に戻って自分の家で暮らすために、家の改造と地域周知

のため１０年間くらいを目途に入所させたい」とか、または「自分の地域に戻れない環境にあ

るから次の所が見つかるまでの間、入所させる」でもよいだろう。または「家族では介護が困

難で、制度を使用しても介護が厳しいから」でもよいであろう。または「入所させても家族が

月に数回は会って、家族との時間も大切にする」、または「入所しても月に１度は家族で外出

するように心掛ける」でもよいでしょう。入所させることは、悪いことではない。施設内の生

活も悪いことではない。もちろん、家庭の事情で、施設で生活しなければならない人がいるこ

とも理解している。医療的ケアが必要で入る人がいることも理解している。どうしても施設で

暮らさなければならない人を優先的に入所させる制度も同時に検討する必要があるだろう。
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５．考　察

　3-1 バリアの例のように、あっても無いのと同じような状態が社会の中には多く存在してい

る。これは日本国だけの問題ではなくて、世界共通の問題であり、課題である。

　特に、設計段階は重要である。例えば建物の中に障がい者が使えるトイレがあっても建物自

体の出入口が段差や階段であり、車いす使用者が出入り出来なかったり、またはエレベーター

があっても狭過ぎて車いす使用者は乗れなかったりと、設備があるにも関わらずあってもない

のと同じような構造がある。または、建物内に障がい者等が使用する多機能トイレがあっても

構造が使えないトイレであり、トイレがあってもないのと同じである場合もある。

これを “気付かないが故に・わからないが故に・知らないが故に、起こしてしまうバリア”である。

新建設の場合、“気付かないが故に・わからないが故に・知らないが故に、起こしてしまうバリア”

が設計段階には関わってきて、とても重要になる。

　なぜならば、例えば、茨城県庁は平成になってから建設された比較的新しい建物であるにも

関わらず、障がい者トイレの構造が、とても使いにくいトイレになっている。制度的には、基

準を満たしているので十分ではあるのだろうが、構造が不十分であったといえる。簡素なトイ

レであったとしても、過分なトイレであったとしても、構造１つで、使えるトイレか、使えな

いトイレかが別れてしまうのである。新バリアフリー制定後、障がい当事者の事前、事後評価

に意見を聴くという機会が増えてきている。しかし、障がい当事者も自分自身の意見ばかりで

なく、不特定多数の人々のことも考慮できる障がい当事者の意見を聞いて設計していかなけれ

ば、あってもないのと同じ無駄な施設になってしまうのである。

　そして、機能訓練と同時に “自りつ訓練” も入れてほしい。自りつ訓練には、自己責任によ

り考え行動する自立と、自分の精神状態をコントロールする自律とがある。ここでは、２つの

自立・自律の意味を込め、自りつ訓練と表現する。施設から社会に出てからは、社会の一員と

して、住民の１人として、自分はどう生きていくかを自分で決定し、自分で犯した過ちの責任

は自分にあることを理解・反省してほしいのである。そして、地域の住民として、何が必要で・

何が必要ではないのか、または何が常識で・何が非常識なのかを自りつ訓練の訓練科目として

採用してほしいのである。それと同時に、自分の障がい受容の理解と、自分自身の精神状態や

性格の理解も必要になってくる。それが必要で、それを訓練として学び、理解し、伴った時、

地域に出るための第一歩になってくるのではないだろうか。

　そして、施設入所者には、生きる・生きている目的・目標をもってほしいのである。学校は

年月が過ぎれば必然的に卒業する。しかし、施設は、一度入所すると、施設外に出て生活する

機会が少なくなり、特別な理由、または家族や本人が退所を申し出るまで出る機会が無いのだ。

入所はあっても退所はなかなかないのが実状である。そうなると、社会の中が、どのようになっ

ているかもわからないで人生が終わってしまう人もいるのである。買い物の仕方、公共交通機

関の利用方法、そして家事、もちろん四季も感じられない。本当に施設に入って幸せだろうか。
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いまや、米国をはじめ北欧では脱施設策に移行しつつある。もちろん、施設から地域へという

考え方であるが、そればかりではない。脱施設とは、施設を廃止することだけでなく、すべて

の揃った大きな施設から、小さな規模の地域との関わりを持った建物で生活をしようとの考え

も含まれている。それには、地域住民、家族、ボランティア、行政との関係、そして制度など

の条件が整って、成り立つことである。そのようなことを考慮すると、現在の日本では、脱施

設はもちろんのこと、地域で生活することさえも困難な地域があるのも確かである。

　退所させることが目的・目標ではない。しかし、立派な施設を作って、無条件で、入所者と

して受け容れるだけでは、人としての尊厳が損なわれることが危惧される。

６．ま  と  め

　今まで約 30年間生きてきて、さまざまな病院施設、そして、いろいろなスタッフを視、触

れ合い、感じてきた。

　新施設にも４つのバリアフリーが重要である。

　新施設には、①施設から地域移行のできる施設になってほしい。地域に戻るということは、

地域の一員として、地域住民としての生活も感じてほしいからである。そして、そこから、家族、

地域、仲間、制度などで生活を補う大切さも感じてほしいのである。施設という保護されてい

る世界から離れるということは、とても大変なことであるのは確かである。しかし、社会生活

を知らないで、特定の人だけの触れ合いではヒトは成長しないのではないだろうか。また、②

一番辛く苦しいのは家族や周囲の人々ではなく、当事者本人であることを理解し、社会に出る

ことは良いことであるが、健常者以上に大変なことも多々あることの理解を育てる施設になっ

てほしい。そして、③自分が生きる・生きている大切さということによろこびを感じられる施

設運営が期待される。ヒトは、この世に生命を受けたことには意味があると共に、その意味探

しを自分自身で人生の中で求めていくことも大切であることを理解してほしい。それには、生

きていくための目標を持つことの大切さを理解させる施設であってほしいのである。障がいが

あってもなくても、または、どんなに重度の障がいがあっても、生きる目的が必ずあるはずで

ある。それには、自分で目標を持って生きていくことの大切さを理解すべきである。そして、

④施設にて働いているスタッフも施設利用者も、お互い、感謝の気持ちを忘れないで生活でき

るような施設運営が必須条件である。スタッフの方にも、利用者の方にも、誰にでも、いつ、

どんな時があっても、お互いがお互いを、障がい者、健常者関係なく、感謝の念が維持される

関係を大切にして欲しい。そして、⑤お互いが、認め合い・助け合い・支え合うことが出来る

施設であってほしいのである。そして、⑥施設に関わるすべての人々がココロのバリアフリー

人である施設であってほしい。意識のバリア・ココロのバリアの解決により、障がい者と健常

者の隔たりがなくなるのである。

　このことが個性を輝かせる社会構築の第一歩である。いや、個性の輝く持続可能な社会構築
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のユニバーサルデザイン実現である。
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資料Ⅰ

　資料Ⅱは、「第２回障がい児・者の医療を考える」シンポジウム（2012 年２月５日　茨城

教育会館）で配布された資料です。

〈茨城県子ども福祉医療センター新施設関連資料〉

茨城県障害福祉課

こども福祉医療センター新施設の整備について

１　新施設整備の検討経緯

　(1)  現施設の課題

　　①　施設の老朽化

　　　・開設後 50年が経過（耐震診断では，施設の一部に倒壊の危険性が指摘）

　　②　利用状況の併科

　　　・入所児数の減少（定員 160 名に対し現員約 30 名）と外来診察・外来機能訓練の増

加

　　　・障害の重度化，重複化，多様化（重症心身障害児の増加）

　(2)  「こども福祉医療センター整備検討委員会」での検討

　　　平成 22年２月に外部有識者からなる「整備検討委員会」が，「民間が重症心身障害児

施設と併せて一体的に整備・運営する肢体不自由児施設に対し，県が関与・支援を行う

とともに，政策的な事業を県が委託する方式により整備すること」等を案とする報告書

を知事に提出。

　(3)  新施設整備の基本方針

　　　整備検討委員会の報告を受け，利用者や関係団体等への説明会を実施し，意見等を聞い

た結果，利用者の要望に応えられる充実した施設を整備することを最優先に，以下の方

針により整備を進めることとした。

　　①　現在の肢体不自由児施設の機能を維持し，サービスの充実を図るため，民間が整備運

営する施設（民立民営）に対し，機能を充実・強化するための財政支援や政策的な事

業の委託などによって，県が責任を持って関わっていく方式により，整備を進める。

　　②　新施設の事業者は，重症心身障害児施設を一体的に整備運営できることを条件に公募

により選定する。

　　③　整備場所は，水戸養護学校との連携・協力関係を重視し，「旧水戸産業技術専門学院

跡地」とする。
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２　事業者公募

　(1)  公募条件等

　　①　公募方法：県内社会福祉法人（入所施設を３年以上運営）を対象に，プロポーザル方

式により公募

　　②　公募期間：平成 23年２月 24日（木）～平成 23年４月 15日（金）

　　　　　　　　　※東日本大震災の影響により期間を延長

　　③　整備を行う施設の概要

　　　　　肢体不自由児施設　　　入所定員：35名以上

　　　　　重症心身障害児施設　　入所定員：60名以上

　　④　建設予定地：水戸市元吉田町（旧水戸産業技術専門学院跡地：県有地を売却）約 1.7ha

　　⑤　主 な 機 能：現施設の機能の堅持

　　　　　　　　　　機能訓練の充実，内科等の新たな診療科目の設置　等

　　⑥　県 の 支 援：初期投資に対する一部補助（国庫補助制度に加え，県単独で 10億円を

補助）

　　　　　　　　　　県の事業委託（在宅障害児の地域支援等），医師等の県職員の派遣

　(2)  事業者の選定

　　・応募法人数：１法人（社会福祉法人愛正会）

　　・外部有識者等による事業者選定委員会（平成 23 年４月 22 日開催）での審査を経て，

新施設整備の事業者として社会福祉法人愛正会を決定。

３　基本協定の締結

　　新施設の整備運営に当たり，県と事業者が，利用者に対して最善の処遇を行うことを目指

し，施設機能の充実・強化を図るためにそれぞれが果たすべき役割等を確認し，新施設の整

備運営計画の実現に資することを目的として，平成24年１月17日に県と事業者との間で「新

施設の整備運営に関する基本協定」を締結した。
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こども福祉医療センター新施設
「社会福祉法人愛正会」による事業計画の概要

１　「社会福祉法人愛正会」の概要

　(1)  会　長　　金川一郎

　(2)  所在地　　高萩市大字下手綱字大谷口 1,951 番地の 15

　(3)  福祉施設の運営実績

　　・重症心身障害児施設「水方苑」

　　・障害者支援施設「愛正園」

　　・特別養護老人ホーム「松籟荘」「一想園」

　　・介護老人保健施設「田尻ヶ丘ヘルシーケア」ほか

　　　　※医療法人として，田尻ヶ丘病院，やすらぎの丘温泉病院，安良川クリニックを運営

２　事業計画の概要

　(1)  定員等

　　　肢体不自由児施設：35名，重症心身障害児施設：100 名

　　　※短期入所，日中一時支援：各 10名

　(2)  延床面積，構造等

　　　12,378 ㎡（鉄筋コンクリート造，地上３階，地下１階）

　(3)  総事業費　約 43億円（用地取得費 2.3 億円を含む）

　(4)  機能の充実等

　　・機能訓練の充実

現施設　１日　８コマ（月～金　9:00 ～ 16:30）

新施設　1日　10コマ（月～土　8:30 ～ 17:30）

※１コマは１人当たり 40分の訓練時間　現施設はH21実績

　配置人員は理学療法士，作業療法士，言語聴覚士の総数（　）は嘱託職員

理学療法 作業療法 言語聴覚療法 合　　計

現施設 新施設 現施設 新施設 現施設 新施設 現施設 新施設

総コマ数 7,934 19,520 5,333 14,640 2,581 7,320 15,848 41,480

配置人員 6 10 4 8 1(1) 5 11(1) 23

　　・診療科目の充実

　　　　小児科，神経小児科，整形外科，リハビリテーション科，内科

　　・18歳以上の障害者への診察・訓練の実施

　　・県立こども病院等関係機関との連携

　　・職員確保のための院内保育所（定員 35名）の設置

　(5)  県からの受託事業
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　　・地域療育等支援事業（訪問リハビリテーション等）

　　・発達障害児への医療的支援

　　・小児リハ推進支援センターとしての事業

　　・新施設への移行円滑化の支援事業（機能訓練の充実強化，水戸養護学校との連携維持）

　(6)  県への支援要望

　　・初期投資　10億円

　　・運営費への支援（県からの受託事業）

　　・県職員の派遣

　(7)  その他

　　・防災対策費として，避難用スロープの設置，非常用電源の設置，法人所有給水車の活用

及び耐震性受水槽，井戸の設置

　　・現センター跡地（国有地）を施設利用者のための公園，近隣住民をも含めた避難防災広

場，駐車場として活用することについての提案

　(8)  今後のスケジュール

　　・平成 23～ 24年度：設計，施設建設

　　・平成 25年３月　　：施設開所（予定）
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こども福祉医療センター新施設の整備運営に関する基本協定書（案）

　茨城県（以下「甲」という。）と社会福祉法人愛正会（以下「乙」という。）は，こども福祉

医療センター新施設（以下「新施設」という。）の整備ならびに運営について，次の条項によ

り協定を締結する。

　（目的）

第１条　本協定は，新施設の整備運営に係る事業者公募の趣旨を踏まえ，利用者に対して最善

の処遇を行うことを目指し，甲の支援と関与の下に，乙が現「県立こども福祉医療センター」

の機能を発展的に引き継ぐ新施設を整備し，運営を行うための基本的事項につき協定するこ

とを目的とする。

　（新施設並びに運営の基本）

第２条　甲及び乙は，新施設の整備，運営に当たって，「県立こども福祉医療センター整備検

討委員会報告書（平成 22年２月 23日）の趣旨を最大限尊重するものとする。

２　乙は，甲が定めた「こども福祉医療センター新施設の整備に係る事業者公募要項（平成

23年２月）」（以下「要項」という。）に記載されている事項を遵守するとともに，要項に基

づき，平成 23年４月１５日付けで甲に提出した新施設の愛正会事業収支計算書をはじめと

する整備運営計画（以下「整備運営計画」という。）の実行に当たって，甲と十分協議する

ものとする。

　（甲の支援と関与）

第３条　甲は，新施設の機能の充実を図るため，新施設の整備並びに運営の全般にわたり，乙

に対する支援と関与を行うものとする。

２　乙は，新施設の設計，整備，運営方法等について，甲と十分協議を行い，進めるものとする。

３　甲は，乙に対し，整備運営計画を踏まえ，要項に基づき，新施設の整備運営に必要な財政

支援等を行うものとする。なお，運営に対する支援の内容については，甲乙協議し，新施設

の運営開始までに決定するものとし，運営開始後も必要に応じ随時見直すものとする。

４　甲は，乙が行う新施設の運営に関して，医師等の職員の確保を支援するとともに，必要に

応じて県職員の派遣等の協議に応ずるものとする。

５　乙は，新施設の運営に当たり，施設の運営方針や運営状況の把握等に関わる組織に甲の職

員を参画させるものとする。

　（新施設の整備時期）

第４条　乙は，新施設の整備を平成 25年３月末日までに行う。ただし，やむを得ない事情に

より整備が期限内に終了しない時は，甲乙協議のうえ，新たな期限を決定することができる
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ものとする。

　（疑義の協議）

第 5条　この協定書に定めのない事項並びにこの協定書の解釈に疑義が生じた時は，甲と乙

とは，第 1条及び第 2条の趣旨を尊重し，協議して定めるものとする。

　この協定の締結を証するため，協定書正本 2通を作成し，甲乙記名押印の上，各自その 1

通を保有するものとする。

　平成 24年 1月　　日

　　　　　　　　甲　水戸市笠原町９７８番６

　　　　　　　　　　　茨城県知事

　　　　　　　　乙　高萩市下手綱１９５１番地の１５

　　　　　　　　　　社会福祉法人　愛正会

　　　　　　　　　　　会　長
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【抜粋】

資料Ⅱ
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第 1章 　計画の策定にあたって

１　計画策定の趣旨

　本県では，障害者福祉に関する施策を計画的に推進するため，障害者基本法に基づき，平成

15 年 3 月に「いばらき障害者いきいきプラン」を策定し，関係機関や関係団体との連携を図

りながら，障害者のニーズに応じた施策の推進に努めてまいりました。

　その後，平成 18 年 4 月には，障害者自立支援法が施行され，障害の種別に関わりなく，市

町村を中心として福祉サービスを一元的に提供する仕組みへと変わり，地域生活への移行と就

労支援の強化が一層求められることになりました。そして同法に基づき，平成 19 年 3 月に「第

1期茨城県障害福祉計画」を，平成 21 年 3 月には「第２期茨城県障害福祉計画」を策定し，「い

ばらき障害者いきいきプラン」の実施計画としての位置づけのもと，障害福祉サービスの提供

体制の整備・充実等を促進してまいりました。

　こうした中，国においては，平成 21 年 12 月に「障がい者制度改革推進本部」が設置され，

障害のある当事者を中心に編成された「障がい者制度改革推進会議」において障害者制度の抜

本的な改革を図るべく活発な議論が行われております。

　その結果，平成 23 年 6 月には，「障害者虐待の防止，障害者の養護者に対する支援等に関

する法律」が成立し，同年 8 月には，全ての国民が障害の有無によって分け隔てられること

なく，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会が実現されるよう「障害者基本法」

が改正されました。さらに，障害者自立支援法を改め「障害者総合支援法」に変更し，平成

25 年 4 月の施行を目指すことが決定されました。

　また，平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災の教訓を踏まえた，障害者等要援護者に対す

る防災対策の充実を図っていかなければなりません。

　このような障害福祉行政を取り巻く状況の変化に的確に対応し，より障害者のニーズに合っ

た施策が総合的に実施できるよう「いばらき障害者いきいきプラン」と「第 2 期茨城県障害

福祉計画」を統合し，「新いばらき障害者プラン」を策定することとしました。



－ 21－

２　計画の概要

（1）計画の性格

　・ 　この計画は，障害者基本法第 11 条第 2 項に定める「都道府県障害者計画」及び障害者

自立支援法第 89 条第 1 項に定める「都道府県障害福祉計画」として策定するものです。

　・ 　この計画は，茨城県の障害者施策推進の基本的方向や目標を明らかにするとともに，障

害福祉サービスの提供体制に関して計画的な整備を進めるための方策を定め，障害者施

策の総合的な推進を図るものです。

　・ 　この計画は，「茨城県総合計画（いきいき いばらき生活大県プラン）」の部門別計画と

して位置付けられるものであり，「茨城県保健医療計画」，「いばらき高齢者プラン２１」，

「茨城県地域福祉支援計画」など，関連する他の計画と調和が保たれるよう配慮していま

す。

（2）計画の期間

　・ 　平成 24 年度から平成 29 年度までの 6 か年計画とします。

　・ 　平成 26 年度に，それまでの達成状況を踏まえ計画の見直しを行います。
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（３）基本理念

「ノーマライゼーション」と「完全参加」

　この計画は，障害の有無によって分け隔てられることなく，障害者が一般社会の中で普通の

生活を送ることができる「ノーマライゼーション」とあらゆる分野に参加する機会が確保され

る「完全参加」を基本理念とし，県民すべてが相互に人格と個性を尊重し合いながら共に生き

る社会の実現を目指します。

（４）基本目標

　基本理念を踏まえ，次の 3 つの視点と 13 の項目を施策の基本目標とします。

Ⅰ　ひとりひとりが尊重される社会をめざして

　１　思いやりと助け合いの心づくり

　２　権利擁護の推進

　３　地域生活への移行の促進

　４　教育・育成の充実

　５　就労の促進

　６　文化芸術・スポーツ・レクリエーション活動の充実

Ⅱ　質の高い保健・医療・福祉の充実をめざして

　７　保健・医療の充実

　８　福祉の充実

　９　人材の確保・育成

　10　保健・医療・福祉・教育・労働の連携

Ⅲ　快適に暮らせる社会をめざして

　11　人にやさしいまちづくり

　12　外出支援の充実

　13　安全・安心な暮らしの確保
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３　安全・安心な暮らしの確保

　障害者が地域社会において安全にかつ安心して生活を営むことができるようにするため，障

害者の性別・年齢・障害の状態及び生活の実態に応じて，防災及び防犯等に関し必要な施策を

講じる必要があります。

　このため，「防災対策の充実」及び「消費者被害の防止と防犯意識の高揚」に努めてまいります。

（１）防災対策の充実
【現状と課題】

　・ 　東日本大震災においては，電話の不通により安否確認に時間を要した他，避難の設備等

が要援護者* に対応していなかったという課題があったので，要援護者一人一人について，

迅速に安否確認を行い，誰がどの避難所等に避難するかを定め，必要な支援を的確に実

施できる体制を平常時から整備していく必要があります。

　・ 　要援護者 * については，一般的な避難所では避難生活に支障を来たす恐れがあるため，

市町村において福祉避難所 * を指定する必要があります。

　・ 　災害時に必要とする生活用品や食糧の確保等を図るため，県は関係団体や事業者と協定

を締結し連携を図るほか，人工呼吸器を装着する在宅の重症難病患者の療養が確保され

るよう，拠点病院等と連携を図る必要があります。

　・ 　障害者が安全な生活を送るために，障害福祉施設職員等の関係者に対する防災教育の充

実とともに地域の防災体制づくりに努めていく必要があります。

【施策展開の方向】

○要援護者 * 情報の把握と共有化

　・ 　市町村は，民生委員 * 等の協力を得て，地域の要援護者に係る情報を把握し名簿化する

とともに，この要援護者名簿を民生委員や自主防災組織 * 等と共有することが求められて

おります。災害時には，この名簿に基づき安否確認や避難支援を行ってまいります。

　・ 　県は要援護者名簿の作成や共有化の推進が図られるよう，市町村の取り組みを支援して

まいります。

○避難支援プラン個別計画 * の策定

　・ 　災害が発生し又はその恐れが高まったときに，要援護者 * の避難誘導等を迅速かつ適切

に行うため，あらかじめ要援護者一人一人について，誰が支援して，どこの避難所等に

避難させるかを定める計画を「避難支援プラン個別計画」と呼んでいます。

　　　市町村は，民生委員 * や自主防災組織等の協力を得ながら，避難支援プラン個別計画を

策定することが求められており，県は，この計画策定の推進が図られるよう，県独自の
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基準の作成や先進事例の紹介，個別の市町村への助言などを実施しながら，市町村の取

り組みを支援してまいります。

○福祉避難所 * の指定と支援体制の整備

　・　要援護者 * については，一般的な避難所では避難生活に支障を来たすおそれがあるため，

設備や生活用品，食糧などに特別な配慮をした福祉避難所を事前に指定しておく必要が

あります。

　　　市町村は，障害福祉施設や特別養護老人ホーム，老人福祉センター * などをあらかじ

め福祉避難所として指定するとともに，要援護者やその避難支援者を中心とした住民に，

福祉避難所に関する情報の周知徹底を図ることが必要なことから，県は福祉避難所の設

置とその周知徹底が図られるよう，市町村の取り組みを支援してまいります。

　・ 　避難先における生活用品や食糧の確保等において，県は関係団体や事業者と協定を締結

し連携を図ってまいります。

　・ 　人工呼吸器を装着する在宅の重症難病患者については，災害時においても療養の確保が

図れるよう拠点病院等との連携に努めてまいります。

　・ 　東日本大震災においては，燃料の供給不足により介護職員等の要援護者 * 支援を行う者

が移動できないという事例があったことから，訪問介護を実施する車両を優先給油の対

象車両に加える等，災害時における人的支援体制の強化を図ってまいります。

○防災知識の普及・啓発，防災訓練の実施

　・ 　県と市町村は互いに連携し，近隣住民やボランティア組織などの協力により，要援護者・

やその家族を含めた防災訓練を実施するとともに，要援護者に配慮したきめ細かな防災

に関する普及・啓発を図ってまいります。

　・ 　防災知識の向上を図り，災害時に的確に対応するため，障害福祉施設職員等の関係者に

対する防災教育の充実に努めるとともに，地域住民の自主的な救出救護活動など地域の

防災体制づくりに努めてまいります。

　・ 　大きな災害の発生時には，防災を担う機関が被災する可能性もあることから，障害者に

おいても日頃からの備えが重要となります。このため，災害発生時に自らの状況や必要

とする援助を周囲の人たちに伝える「あんしんカード」（災害時に障害者本人が所持）の

作成を促していくこと等により，障害者自身の防災意識の醸成を図ってまいります。
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問　地震や台風などの災害が発生したとき，何が不安ですか。（複数回答）

問　３月 11 日の東日本大震災のとき，必要だと感じた対策は何ですか。（複数回答）

資料：平成 23 年度「茨城県障害者実態調査」（県障害福祉課）
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（６）障害福祉圏域ごとのサービスの見込量
平成２６年度の圏域ごとの障害福祉サービス見込量
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６　行政への要望
　　　（今後力を入れてほしいと考える福祉サービス～

平成 23 年度「茨城県障害者実態調査」の結果から）
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「大震災と防災＊茨城からの発信」
開催のお知らせ

　当センターでは、東日本大震災が県内の自治体・地域にどのような影響を及ぼし、どの

ような課題があるのかをテーマに、自治体関係者等へのヒアリング調査を行ってきました。

　今般、これらの調査結果や今後の防災計画、災害に対する地域・自治体のあり方などを

テーマとしたシンポジウムを開催します。多くの方の参加・ご意見おねがいします。

・日　時　　2012 年 7月 28 日（土）受付 13時、開会 13 時 30 分～ 17 時
・場　所　　「フェリベールサンシャイン」
　　　　　　　水戸市白梅 2－ 3－ 86　ＴＥＬ　029 － 248 － 1122

　　　　　　　ＪＲ常磐線 ｢水戸駅 ｣南口下車　徒歩 10分

・おもな内容　　基調提起　Ⅰ

　　　　　　　　「茨城における大災害と復興の課題」

　　　　　　　　　帯刀　治さん（茨城大学名誉教授　当センター副理事長）

　　　　　　　　基調提起　Ⅱ

　　　　　　　　「災害と障がい者」

　　　　　　　　　有賀絵理さん（茨城大学地域総合研究所　客員研究員）

　　　　　　　　シンポジウム

　　　　　　　　　市町村や防災関係者によるパネルディスカッションを予定。

詳細は当センターのホームページで。

　「一般社団法人茨城県地方自治研センター」で検索してください。

公開シンポジウム

参加自由「無料」どなたでも
参加できます。
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専務理事　　千　歳　益　彦

常務理事　　本　田　佳　行

理　　事　　堀　　　良　通

理　　事　　佐　川　康　弘

理　　事　　菊　池　正　則

理　　事　　石　松　俊　雄

監　　事　　木　村　重　雄

監　　事　　飯　田　正　美

研 究 員　　黒　江　正　臣

研 究 員　　岡　野　孝　男

研 究 員　　波　多　昭　治

研 究 員　　柴　山　　　章

研 究 員　　内　山　　　一

研 究 員　　大　高　み　よ

　本号には、2012 年 2月 5日、茨城教育会館で当センターと茨城の地域医療

を考える会主催で開催された、「第 2回　障がい児・者の医療を考えるシンポ

ジウム」における有賀絵理（茨城大学地域総合研究所客員研究員　茨城大学非

常勤講師）先生の講演「個性を輝かせる社会構築には」に加筆していただい論文を掲載しまし

た。同シンポジウムでは、茨城県が新たに肢体不自由児・者、重度心身障がい児・者の福祉・

医療を充実するために新設する。「こども福祉医療センター」について、茨城県（障害福祉課）、

運営主体の社会福祉法人の責任者、福祉医療活動を担う医療責任者から、新施設の運営理念、

医療・福祉の提供内容等に関する課題が話し合われました。休日の午後にもかかわらず、150

名以上の参加者が熱心にシンポジウムに参加しました。主催者として、同シンポジウム開催に

際して関係資料の提供やパネラーを快く引き受けていただいた。方々にお礼申し上げます。

　当センターの 2012 年度第１回定期総会（2012 年６月 26 日　自治労会館）において、調

査研究事業の強化をはかるため、研究員制度を設置しました。


